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第３２回インフォメーションミーティング第３２回インフォメーションミーティング第３２回インフォメーションミーティング

お客さまの発展、私たちの変革、インフラの進化お客さまの発展、私たちの変革、インフラの進化
～３つの挑戦～～３つの挑戦～

第２９次長期経営計画第２９次長期経営計画 ２０１２年４月～２０１５年３月２０１２年４月～２０１５年３月

東証第１部：８３５９
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本資料には将来の業績に係る記述が含まれています。
こうした記述は将来の業績を保証するものではなく、不確実性を内在するものです。
将来の業績は経営環境の変化等により異なる可能性があることにご留意下さい。

＜ご照会先＞
株式会社 八十二銀行 企画部 ＩＲ担当 桜井

ＴＥＬ：０２６－２２４－５５１１
ＦＡＸ：０２６－２２６－５０７７
E-mail： a2762301@82bank.co.jp



3

八十二銀行の概要

連結１８．４４%（速報値）

単体１７．５５%（速報値）

総自己資本比率

（国際統一基準）

Ｓ＆Ｐ ： Ａ

Ｒ＆Ｉ ： Ａ＋

格付け

４兆４，０７１億円貸出金残高

７兆１，７５７億円総 資 産

５，４１４億円純 資 産

５兆８，９７４億円預金残高

５２１，１０３千株発行済株式数

５２２億円資 本 金

３，２５３人従業員数

国内 １５４店舗

（県内１３４ 県外２０）

店舗外ＡＴＭ ２０２ヵ所

海外 支店１ （香港）

駐在員事務所４

（大連、上海、バンコク、シンガポール）

拠 点

昭和６年８月１日創 立

長野県長野市本店所在地

ＴＨＥ ＨＡＣＨＩＪＵＮＩ ＢＡＮＫ，ＬＴＤ．名 称

２０１３年９月末現在

長野県内シェア（２０１３年９月末残高）

当行のプロフィール当行のプロフィール

八十二銀行
３９．８％

銀行・信金・信組
３７．２％

農協
１２．６％

貸出金シェア

労金・政府系
１０．３％

八十二銀行
３０．９％

銀行・信金・信組
２８．９％

労金・政府系
３．６％

農協
１６．９％

郵貯
１９．７％

預金シェア
※郵貯は当行推計値

ＴＯＫＹＯ
ＯＳＡＫＡ

Nagano
Prefecture
Nagano

Prefecture

Nagano
City創立８２周年
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２０１３年９月期中間決算の概要（単体）

第２９次長期経営計画に基づく取組み

主要計数の状況
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決算の概要決算の概要

【１３年度通期業績予想のポイント】

コア業務純益は、資金利益の減少を主因に２９０億円（対前期▲２７億円）。
与信関係費用は、低位安定を見込み▲３０億円（対前期▲３５億円）。
当期純利益は２５０億円（対前期＋４５億円）。
年間配当額は１株当たり１１円。

【１３年度中間期決算のポイント】

コア業務純益は、利鞘縮小により資金利益が減少し、１４３億円（対前年同期▲１１億円）。
与信関係費用は、要注意先債権の残高が減少したことなどから、▲３１億円（対前年同期▲２２億円）。
有価証券関係損益は、国債等債券売却益計上により、６２億円（対前年同期＋６０億円）。
中間純利益は１５３億円（対前年同期＋６５億円）。
中間配当額は、１株当たり５円（対前年同期＋１円５０銭）。
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（億円）

損益の状況損益の状況

４９

５

２０５

▲５

３３４

８

▲５

２

３７２

―

３７２

３１７

２６１

２９９

５８６

５４

５９

１００

７９６

９５９

12年度
通期

実績

６６４００９８２４５１４６経常利益

４５２５０６５１５３８７当期純利益

５０４▲０▲５特別損益

▲１７▲１４５不良債権処理額

▲３５▲３０▲２２▲３１▲８与信関係費用

株式等損益

貸倒引当金戻入益

▲２７２９０▲１１１４３１５４コア業務純益

▲３２３４０９１９１１８２実質業務純益

―――――一般貸倒引当金繰入額

▲３２３４０９１９１１８２業務純益

３５３７２２３６１４主
な

臨
時
損
益 ２２１７４０１４▲２６

６９

２７４

２９８

６００

５２

６１

１０７

７６８

９４１

13年度

通期

見込

６０

１

０

０

２０

１８

１

▲９

１０

(対前年
同期)

６２

１３５

１５０

３００

４８

５０

５１

３９０

４９２

13年度

中間期
実績

２３１その他業務利益

７５０役務取引等利益

１４３００経費

▲２２７国債等債券損益

１３１３４物件費

▲１１５０人件費

２０１有価証券関係損益

▲２８４００資金利益

▲１８４８２業務粗利益

(対前期)

12年度

中間期
実績

0.12

1.13

1.32
1.21

1.25
1.33

1.44

0.11 0.12

0.0

1.0

2.0

11 12 13見込

利回り推移（国内部門）

（利回り：％）

総資金運用利回

総資金調達利回

総資金粗利鞘

１３年度 その他増益要因（対前期）

金銭信託運用損益分 ＋16億円
退職給付費用臨時分 ＋17億円
株式派生商品損益分 ＋8億円

１３年度物件費 預金保険料の還付見込まず
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52,441

4,703

52,367

4,726

53,578

5,111

53,829

5,146

0

20,000

40,000

60,000

12上 12下 13上 13下見込

主要勘定の状況主要勘定の状況（貸出金／（貸出金／預金／有価証券）預金／有価証券）

23,127

19,473

23,111

20,163

23,545

20,652

23,797

20,913

0

20,000

40,000

60,000

12上 12下 13上 13下見込

（億円）

（億円）

貸出金平残推移（半期） 預金平残推移（半期）

県外

県外

県内

県内

合計
４２，６００

合計
４３，２７４

合計
４４，１９８

合計
５７，１４４

合計
５７，０９４

合計
５８，６８９

合計
４４，７１０

合計
５８，９７６

 １３年度上期平残は対前年同期＋１，５９７億円（年率＋３．７％）
消費性は、対前年同期＋５３４億円の１０，１９５億円

 １３年度上期平残は対前年同期＋１，５４５億円（年率＋２．７％）
個人預金は、対前年同期＋９７７億円の４０，８６０億円

10,946

8,074

11,896

8,276

11,631

8,476

11,432

8,289

0

10,000

20,000

12上 12下 13上 13下見込

合計
１９，０２０

合計
２０，１７２

合計
２０，１０７

合計
１９，７２１

有価証券平残推移（半期）

 １３年度上期平残は対前年同期＋１，０８７億円
（年率＋５．７％）

（億円）

その他

国債

918
1,073

2,008

600622

1,438

462
293

506

6392
0

500

1,000

1,500

2,000

11/9 12/9 13/9

株式

（億円）

合計評価損益

債券

その他

有価証券評価損益
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５．０円３．５円３．０円３．０円うち中間配当額

５５．７％

２１．３％

１９２

１０７

６６

８．０円

４１

１０年度

２１．６％

２１．３％

１６７

３６

０

７．０円

３５

１１年度

３４．４％

２４．６％

２０５

７０

２０

１０．０円

５０

１２年度

１１．０円一株当たり配当額（年間）

２２．０％配当性向①÷④

１３年度予想

２５０当期純利益④

株主還元額③＝①＋②

２２．０％

５５

株主還元率③÷④

自己株式取得額②

年間配当額①

（億円）

株主還元株主還元

健全経営を堅持しつつ、機動的な資本施策により株主へ還元

【配当方針】
当期純利益２００億円までは配当性向２０％を目安とし、当期純利益が２００億円を

上回る場合には、その上回り部分の３０％を目安に加算して配当をいたします。
（１株当たりの配当の下限：年間５円）

※配当性向および株主還元率は上記算式により計算
※２０１２年度の一株当たり配当額は、創立８２周年記念配当２円を含む
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２０１３年９月期中間決算の概要（単体）

第２９次長期経営計画に基づく取組み

主要計数の状況
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長野県コンポジット・インデックス（ＮＣＩ）

50
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年
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年

2011
年

2012
年

2013
年

（2005年＝100）

先行指数

一致指数

長野県企業業況判断指数

長野県公共工事保証請負額の推移

‐80.0

‐60.0

‐40.0

‐20.0

0.0

20.0

07 08 09 10 11 12 13

（％ポイント）

見通し

（年）

県内新設住宅着工戸数増減率（前年同期比）の推移

更なる成長が見込まれる
資産運用ニーズ

１世帯あたり貯蓄高（２人以上の世帯）
全国１５位（１６，３５３千円 ２００９年）

６５歳以上（老年）人口
全国１５位 （５７１千人 ２０１０年）

※出所：総務省統計局

７‐9月

18.8％

▲ 40.0

▲ 30.0

▲ 20.0

▲ 10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

08/Ⅰ 09/Ⅰ 10/Ⅰ 11/Ⅰ 12/Ⅰ 13/Ⅰ

（前年同期比：％）

（暦年/期）

1-9月累計

10-12月累計

135,907 137,388 

0 

50,000 

100,000 

150,000 

200,000 

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 (暦年）

(百万円)

183,534

長野県の状況長野県の状況
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中京圏中京圏
（愛知・岐阜・三重）（愛知・岐阜・三重）

1,1001,100万人万人

首都圏首都圏
（関東）（関東）

4,3004,300万人万人

北陸圏北陸圏
（富山・石川・福井）（富山・石川・福井）

300300万人万人

期待される時間短縮の効果期待される時間短縮の効果

交通
インフラ

北陸新幹線
三遠南信
自動車道

リニア中央
新幹線

開通時期 2015年春
2020年代

の開通を要請
2027年頃

移動時間
の変化

長野―富山
（170分⇒45分）

長野―金沢
（205分⇒60分）

飯田―浜松
（150分⇒90分）

飯田―東京
（290分⇒40分）
飯田―名古屋
（137分⇒20分）

定住・二地域居住
による人口増加

国内・海外の
交流人口増加

流通の
活性化

企業立地
の進展

2027年
リニア中央新幹線開通

三遠南信自動車道

（新）飯田駅

（新）飯山駅（新）飯山駅

信州まつもと
空港

長野

松本

中部横断
自動車道

軽井沢
上田

佐久

中部縦貫
自動車道

期待される主な効果期待される主な効果

2015年 春
北陸新幹線延伸

などなど

長野県周辺をとりまく交通インフラ整備長野県周辺をとりまく交通インフラ整備
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160
148

134

12下 13/上 13/下見込

11,737

11,634 11,640

11,505

12/上 12/下 13/上 13/下見込

法人貸出金増強 「低格付先」含めた幅広な踏込み
・戦略３商品・戦略３商品 「財務戦略資金」「資金繰円滑化対策資金」「クイック１０」

（実行額）１２年度上期（実行額）１２年度上期 １９１億円１９１億円 ⇒⇒ １２年度下期１２年度下期 ２８２億円２８２億円

⇒⇒ １３年度上期１３年度上期 ２９７億円２９７億円
・中小零細の経営改善支援先専用商品「タッグ」・中小零細の経営改善支援先専用商品「タッグ」

⇒⇒ ９月取扱開始（上期実績５件）９月取扱開始（上期実績５件）

53

250

406375

4/3末 7/3末 10/3末 13/9末

長野県域法人貸出平残 （億円）

減少トレンド改善減少トレンド改善
長野県域底入れ

法人分野ビジネス法人分野ビジネス

４０１Ｋ導入企業数（先）

ソリューションビジネスの充実
・４０１Ｋ（確定拠出年金）導入企業数４０６社４０６社（（１３年９月末）

・Ｍ＆Ａ成約件数１６件１６件（１０～１３年度上期）

・事業承継コンサル成約件数６６件６６件（１０～１３年度上期）

⇒ Ｍ＆Ａ、事業承継関連融資１１０億円１１０億円（１０～１３年度上期）

・でんさい契約件数 ７，１１６件７，１１６件
⇒１３年上期取引発生件数５，８３１件（県内シェア約８５％）

創業・新事業支援への取組み
６次産業化への支援

信州アグリイノベーションファンド（１０億円）設立（７月）
⇒ 長野県信用農業協同組合連合会も出資

再生可能エネルギー固定価格買取制度対応
⇒⇒ １３年度上期融資実行１３年度上期融資実行 ５，８５１百万円／１１５件５，８５１百万円／１１５件

成長分野（医療）への取組み
県内開業医（除く歯科医）県内開業医（除く歯科医） 融資対応シェア約８割融資対応シェア約８割

（０８～１３年度上期平均）（０８～１３年度上期平均）

経営改善・成長支援
・４月・４月 「信州再生支援ネットワーク会議」（当行幹事）「信州再生支援ネットワーク会議」（当行幹事）

関東財務局より再生支援に関する顕彰を受ける
・信州・信州みらいみらい応援ファンド（３０億円）設立応援ファンド（３０億円）設立（活用実績１件）（活用実績１件）

65
58

27

104
120115

0

40

80

12/下 13/上 13/下見込

0

100

（件数）（実行額：億円）

再生可能エネルギー関連融資

長野県域の取引基盤強化

医療福祉分野融資実行額（億円）

69

42

120

12/上 12/下 13/上

事業承継・Ｍ＆Ａ収益（百万円）

年率
▲3.9%

年率
▲4.5%

年率
▲1.9%

年率
＋0.0%

地銀トップ
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28
85

146

310

229

134

12上 12下 13上

個人分野ビジネス個人分野ビジネス

1,234 1,413 1,583 1,650

10,76010,35010,0909,794

0

11,000

12/9 13/3 13/9 14/3見込

ライフステージストラテジーによる生涯取引の進化

消費者ローン末残 （億円）

１３年３月末１３年３月末 １兆円突破１兆円突破
住宅ローン 消費税駆け込み需要取込み

・プラザ１２拠点による県内全域カバー
・三鷹支店加え中央線沿線全域カバー
・全国保証株式会社との提携で長期ローンも柔軟に対応

無担保ローン 高収益商品の拡大
・「は「はちにのちにのかん太くんカードかん太くんカード」」

１２年９月末残１２年９月末残 １３８億円１３８億円 ⇒⇒ １３年３月末残１３年３月末残 １４１億円１４１億円

⇒⇒ １３年９月末残１３年９月末残 １４７億円１４７億円
（平均利回り１３．９％、代位弁済率１．７４％）

消費者ローンの増強

１３年３月末
４８３億円

１４年３月末
（見込）

５００億円

役務収益の持続的成長

ＮＩＳＡによる裾野拡大
１３年度上期１３年度上期 ２万件獲得（最終目標１２万件）２万件獲得（最終目標１２万件）

⇒⇒ 初心者向け低リスクファンド初心者向け低リスクファンド １３年度下期投入予定１３年度下期投入予定
インターネットバンキングによる投資信託販売

低コストチャネルによる受付拡大
法人、オーナー層への踏込み

八十二証券を活用した仕組債販売強化（証券仲介）

無担保ローン
主要商品合計

（末残）

投資信託販売額（億円）

教育資金一括贈与預金（愛称：はちにの教育応援預金）
１３年度上期１３年度上期 ２１３口座２１３口座 ／／ 累計贈与額１８億円累計贈与額１８億円

相続定期・年金定期 １３年度下期導入予定

高齢者サービス充実による相続対策

うち県外住宅関連

298 345
232

830253
344

421

12上 12下 13上 13下見込

その他

10年固定

変動金利

住宅ローン実行額（億円）

うちｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ販売
⇒地銀トップレベル

104

192
221

12上 12下 13上

仕組債販売額（億円）

（13上平均実行金利）
変動0.93% 10年固定1.27%
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香港支店クロスボーダーローン残高推移（末残・百万米ドル）長野
【コントロールタワー】

【八十二銀行のアジアネットワーク】
・拠 点 数 ：５拠点（支店１、駐在員事務所４）
・海外提携金融機関 ：７行（アジア全域カバー）
・当行取引先アジア拠点数 ： １，３００以上

三菱東京ＵＦＪ銀行デュッセルドルフ

ＪＥＴＲＯニューヨーク

（取引先企業支援）武漢

ＣＩＭＢニアガ銀行ジャカルタ

みずほ銀行シンガポール

カシコン銀行（２名）バンコク

三菱東京ＵＦＪ銀行大連

国際分野ビジネス国際分野ビジネス

シンガポール駐在員事務所

大連駐在員事務所

上海駐在員事務所

香港支店
【アジア統括拠点】

バンコク駐在員事務所

香港支店を統括拠点として成長するアジア市場で取引拡大

支店
事務所
トレーニー

40
66

151
200

12/9 13/3 13/9 14/3見込

取扱通貨拡大

韓国ウォン、ニュー台湾ドル、
マレーシア・リンギット、
フィリピン・ペソ、メキシコ・ペソ、
インドネシア・ルピア、
インド・ルピー、
ベトナム・ドン、ブラジル・レアル

保証協会を活用した海外資金ニーズ対応

トレーニー派遣によるグローバル人材育成

グローバルニーズへの柔軟な対応
外国人採用（内定者１名）

タイカシコン銀行

ｱｼﾞｱ全域スタンダード・チャータード銀行

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱＣＩＭＢニアガ銀行

ｲﾝﾄﾞ・ﾀｲｸﾚﾃﾞｨ･ｱｸﾞﾘｺﾙ･ｺｰﾎﾟﾚｰﾄ･ｱﾝﾄﾞ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾊﾞﾝｸ

中国銀行

ベトナムｵｰｽﾄﾗﾘｱ･ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ銀行

中国全域中国工商銀行
海外金融機関との提携

特定信用状関連保証（１３年上期 ２件／６１百万円）
スタンド・バイ・クレジットの保証協会保証

海外投資関連保証（１３年上期 １件／２億円）
県内企業の海外直接投資を保証

規制の厳しい中国
本土への人民元

クロスボーダーローン
も取扱

国内クロスボーダーローンも１４カ国・１５５百万米ドル（１３年９月末）

スタンド・バイ・クレジット４７百万米ドル（１３年９月末）

日銀成長基盤支援資金２０５百万米ドル（１３年９月末）
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デリバティブを活用した金利上昇リスクヘッジ
（アセットスワップ投資）

変動利付国債投資、物価連動国債投資
金利低位安定を基本としながら金利上昇に十分配慮

市場運用の多様化市場運用の多様化

円債運用の状況

ヘッジファンド投資
透明性の高いファンドを厳選

非上場REIT・不動産ファンドへの投資
不動産メザニンから不動産エクイティまで幅広く投資

プライベートエクイティ投資
ベンチャー・バイアウト・ディストレスト等への投資

通貨ベーシス・スワップ・スプレッドに着目した投資
豪ドル・円など長短ベーシス差が収益の源泉

トライパーティレポへの取組
売却予定のない国債の有効活用

インフラ系ファンドへの投資を開始（１３年下期以降）
投資分散を考慮し安定収益を確保

アセットアロケーション多様化 （※その他代替投資）

3.2

4.1

3.73.6
3.0

4.5

12/3 12/9 13/3 13/9

債券デュレーション推移（スワップ付国債含む）

（年）

２００，８１４２０６，２３４１０７，３５６有価証券評価損益

１，４４７２，０９９▲２，６１５株式等関係損益（３勘定）

４，８２３２，７１０２，７８６国債等債券関係損益（５勘定）

１４３，８３３１２２，９７４６０，０８４うち株式

１，８５５５，１３５４，５１８うち外債

２，１２１５，５６９▲１，９９３うちＪ－ＲＥＩＴ

１，０８９２９９▲１８４うちＪ－ＲＥＩＴ売却損益

▲５８３９４１０９うち外債売却損益

３，２３９２，０１６２，８４５うち円債売却損益

３４１

７１，３９３

５５３

１２下

▲１，１７５

４６，８７０

７８

１２上

１，５６２うち株式・ＥＴＦ売却損益

５１，３６１うち円債

１，２９１うちその他代替投資（詳細右上※）

１３上

有価証券運用の状況

３００

１５０

４４

１０５

１７３

13/9

１００

５０

４３

７１

１９２

13/312/9

２１３ヘッジファンド

４９非上場REIT・不動産ファンド

４２プライベートエクティ（純投資）

－トライパーティレポ

－通貨ﾍﾞｰｼｽ・ｽﾜｯﾌﾟ・ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ投信

（末残・億円）その他代替投資の残高（評価損益を除く）

（百万円）

その他代替投資の収益状況

７７１

▲４０９

１３上

１，０６７

▲６２８

１２下１２上

▲４０４売買・償還損益等

２５７利息分配金

（百万円）
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長期経営計画計数目標の進捗状況長期経営計画計数目標の進捗状況

営業に特化した店舗への改革 ～ＯＨＲ５０％台を目指して～

預金・為替事務の一層の軽量化預金・為替事務の一層の軽量化

融資事務ゼロ化融資事務ゼロ化

非対面化による店舗事務削減非対面化による店舗事務削減
個人インターネットバンキング契約数３２万件突破（１３年９月末）

「契約書作成支援システム」等、システム化促進により
営業店事務ゼロ化

・営業店端末機の更改と機能高度化により「ペーパーレス」
「事務工程レス」「マニュアルレス」を実現

・少量多品種事務の集中化促進

後方事務量の更なる削減
事務課▲２２２名体制（０８～１２年度）

の定着と新しい事務処理方法の実施

融資事務にかかる事務量削減
約１４０名分の営業店事務量をゼロへ

機動的な店舗戦略の実現
既存店舗の軽量化・統廃合
（１４年度 岡谷市内店舗統合）

マーケットにあわせた店舗配置

ＩＴを活用した営業強化ＩＴを活用した営業強化
営業担当者向けタブレット端末導入

（中間）１５３億円

（通期見通し）２５０億円
２００億円当期純利益

３．１９％３．５％金融再生法開示債権比率

（速報）１４．６６％１６％ＴｉｅｒⅠ自己資本比率（バーゼルⅢ）

６１．０６％５０％台ＯＨＲ

（中間）１９１億円
（通期見通し）３４０億円

４００億円実質業務純益

２０１３年中間期進捗状況２０１４年度末目標計数目標項目
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２０１３年９月期中間決算の概要（単体）

第２９次長期経営計画に基づく取組み

主要計数の状況
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自己資本の状況自己資本の状況（単体）（単体）

▲９

＋８４

＋７４

＋２

＋１２３

＋１２３

＋１２５

＋０．４０

＋０．４０

＋０．４０

増減１３／３
１３／９
（速報値）

１４．６６％１４．２６％Ｔｉｅｒ１比率

１，８０１

２６，６０１

２８，４０２

８２１

（４，１６４）

４，１６４

４，９８６

１４．６６％

１７．５５％

１，８１１ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙ・ﾘｽｸ

２８，３２８リスクアセット

２６，５１７信用リスク

４，８６０総自己資本額

（４，０４１）
（普通株式等

Ｔｉｅｒ１）

４，０４１Ｔｉｅｒ１

８１８Ｔｉｅｒ２

１４．２６％

１７．１５％

バーゼルⅢ基準

普通株式等

Ｔｉｅｒ１比率

総自己資本比率

13.67

15.18

16.24

17.15
17.55

12.18

14.66
14.2614.46

13.50

11.0

12.0

13.0

14.0

15.0

16.0

17.0

18.0

10/3 11/3 12/3 13/3 13/9

（億円・％）

（％） 総自己資本比率

自己資本比率の推移（単体）

ＴｉｅｒⅠ比率

バーゼルⅡ バーゼルⅢ

当行は国際統一基準行として、２０１３年３月末から新しい自己資本比率規制（バーゼルⅢ）を適用し
自己資本比率を算出しております。
バーゼルⅢによる総自己資本比率は１７．５５％、Ｔｉｅｒ１比率は１４．６６％、普通株式等Ｔｉｅｒ１比率は

１４．６６％となりました（速報値）。

自己資本比率

ＴｉｅｒⅠ比率

速報値
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１３１３年度年度下期下期 資本配賦運営の状況資本配賦運営の状況（連結）（連結）

4,334

3,498

836

0

2,000

4,000

基準自己資本 配賦自己資本

１３年３月期連結自己資本
４，３３４億円

普通株等
ＴｉｅｒⅠ

（コア自己
資本）

配賦資本

バッファー

【資本配賦の根拠】
国内貸出金部門

積極的な貸出によるリスク増加も見込まれるが、直近のリスク量実績を
踏まえ対前期同水準

ALM管理部門
前期までのリスク量増加要因（コア預金デュレーション長期化）が剥落して
いることを踏まえ対前期同水準

市場部門・政策投資部門
市場部門 円債を中心とした有価証券投資を踏まえ、対前期同水準
政策投資部門 リスク量の減少により、対前期▲２０億円

（政策投資株式のリスク量は、「（ＶａＲ）－（評価損益）」で「最小」は０。株価の下値の目処は、

過去１年間の最安値を勘案し設定【日経平均１０，０００円程度】）

バッファー
想定以上の環境変化に対し、地元への資金供給を継続するための備え等

（億円）

�保有期間：６ヶ月（注）
�信頼区間：９９．９%

�保有期間：６ヶ月（注）
�信頼区間：９９．９%

�保有期間：１年
�信頼区間：９９．９%

価格変動リスク金利リスク信用リスク 注：トレーディング取引等は１０営業日
政策投資部門は１年

７６５０１，５１０１，５１０市場部門

６▲２０２１０１９０政策投資部門

３３０▲３７３３０２９３連結対象子会社

リスク量実績

（１３年９月）

配賦資本

増減

１３年度上期

配賦資本

１３年度下期

配賦資本

０

０

０

▲５７

１４５

３５６

５８３

２，１８７３，５５５３，４９８合計 （億円）

１４５

５００

８６０

１４５

５００

８６０

オペレーショナルリスク

営業店金利リスク（預貸金金利リスク）

営業店信用リスク（貸出金信用リスク）
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与信関係費用・不良債権・ボディリスクの状況与信関係費用・不良債権・ボディリスクの状況

不良債権残高の推移（金融再生法開示債権ベース） （億円・％）

１１年度

３．１６

３．４８

１，５４９

３３４

９６９

２４６

１２年度

２．９５

３．１９

１，４２９

２７７

９７０

１８０

上期

１，３９０１，６４９合 計

１３年度見込

３．１０３．８２不良債権比率

３．４０部分直接償却実施後

２７０

９６０

１６０

３４４要管理債権

１，０１３

２９２

危険債権

破産更生等債権

※部分直接償却は実施しておりません

２７１７３３１１１不良債権処理額

０００４償却債権取立益

与信関係費用の推移 （億円・％）

１２年度１１年度

０．０１

５

▲２７

▲０．１４

▲３１

▲４８

上期

１３年度見込

▲０．０６

▲３０

▲５８

０．１７

７５

▲３２

与信関係費用

与信関係費用率

一般貸倒引当金繰入額

※与信関係費用率 ： 与信関係費用÷総貸出金残高（平残）
※１２年度、１３年度上期の与信関係費用内訳は、貸倒引当金戻入益を組み替えた

場合の計数

VaR

「ボディ・リスク（Body Risk）」

業務純益レベルの損失が発生するリスク

管理対象とするリスク

８５％

信頼区間

ボディ・リスクの計測 期間損益に与える影響の把握

目的
保有期間

半年

ボディ・リスクの推移
～統合リスク管理より小さい信頼区間によるＶａＲの計測を行い、期間損益への影響を把握（０９年４月より試算開始）～

３３

５

２８

１３／５

３７

８

２９

１３／６

３４

６

２８

１３／７

３６

９

２７

１３／８

６７政策投資株式（減損リスク）

６３

５７

１３／９

３７

２９

１３／４（単位：億円）

合計

国内貸出金部門（信用リスク）

※期間損益に与える影響が大きい「与信費用の上振れリスク」と「政策投資株式の減損リスク」が対象
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利回りと利鞘の推移（国内部門）

▲０．０７１．２５１．２８１．３３１．３５１．４４１．４５１．５０１．５２１．６０１．６２総資金運用利回

＋０．０２１．３０１．３１１．２７１．３０１．３４１．３６１．３５１．３９１．２９１．２９有価証券利回

▲０．１０１．３１１．３３１．４２１．４４１．５３１．５４１．６４１．６８１．８１１．８５貸出金利回

▲０．０００．０３０．０４０．０４０．０４０．０５０．０６０．０９０．１１０．１６０．１７預金等利回

＋０．０００．１２０．１２０．１１０．１１０．１２０．１３０．１４０．１５０．１８０．１９総資金調達利回

▲０．０８１．１３１．１５１．２１１．２４１．３２１．３２１．３６１．３７１．４１１．４２総資金粗利鞘

▲０．０８１．１６１．１８１．２４１．２６１．３３１．３３１．３８１．３９１．４４１．４６総資金粗利鞘

利回りと利鞘の推移（全店）

上期

０．１４

１．３２

０．１４

１．３０

１３年度

見込
上期

０．１２

１．３９

０．１３

１．３７

１２年度

０．１４

１．４７

１１年度

０．２１

１．６７

上期

０．１９

１．６４

０９年度

０．１５

１．５５

上期

０．１５

１．５３

１０年度

＋０．０１０．１４総資金調達利回

１．４８

上期

▲０．０７総資金運用利回

対１２

年度

（％）

（％）

利回り利回り・利鞘の状況・利鞘の状況
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法人・個人主要計数の状況法人・個人主要計数の状況

8,8668,4667,9866,220投資型商品

預金

38,05237,45336,27934,043預かり金融資産末残高 ※

29,18628,98628,29327,822

４０１Kの推移

414406401396導入企業数

295321139161Ｍ＆Ａ、ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞ等

962864793943合計

11573125100デリバティブ

法人役務収益の推移

―3,0273,1113,112保証協会付融資残高（末残）

552469528681ｼ・ﾛｰﾝ、私募債、ﾌｧｸﾀﾘﾝｸﾞ

17,159

9,026

11,505

13/上

法人貸出金の推移

―9,4449,360内、中小企業向け

16,448

11,737

12/上

16,910

11,634

12/下

17,320
長野県域外
（東京・埼玉・群馬・愛知・大阪）

11,640長野県域（長野・新潟・岐阜）

13/下見込

（億円・半期平残）

（百万円）

（社、百万円）

(227)(229)(211)(233)（獲得額）

300216172135金融商品仲介

750761824749生損保

50027719390金融商品仲介

2,8192,2112,1351,679合計

13/下見込13/上12/下12/上

9,9809,5829,3199,014内、住宅関連ローン

10,76010,35010,0909,794

個人貸出金の推移

消費者ローン

408421392371内、信託報酬

377320328249外貨預金

投資型商品収益の推移

64463229公共債

1,128804758562投資信託

(205)(145)(155)(72)（獲得額）

2,856

274

(310)

1,673

(109)

2,574

（獲得額）

（獲得額）

(474)(229)(134)

(150)(76)(81)

個人投資型商品残高の推移

3,1422,6732,386生命保険（時価ベース）

287302267外貨預金

1,503

3,236

1,753

2,918

1,840投資信託

2,574公共債

（億円・末残）

（百万円）

（億円・末残）

※預かり金融資産残高：加入者拠出金のうち当行勘定分
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１３／９

１９，７９８

０

２，５６２

２６

５８２

５５

１１８

１５７

２３６

１４９

４９

１，１１３

３４

０

３，３４５

６３８

１，８７８

８，８５０

１３／３

２０，５９３

０

２，４２４

２５

７３３

５３

１３９

１１９

１１９

１６３

４２

１，１１８

６７

０

３，２６８

７０６

１，９２７

９，６８５

２４３３２７海外株式・ＥＴＦ等

４４４７４４ヘッジファンド

１０８１１３８６組合出資等

有価証券残高の推移（取得原価ベース） １３年度

下期

投資方針

１８，６８４

０

１，４１０

１，０３０

１７３

９１

１８３

２５

１，１７６

１２２

３３

３，４５２

８３４

１，８８９

８，０６５

１２／３

１９，３７５

０

１，６８８

８８７

１６９

９９

１７１

２８

１，１０５

１４７

０

３，６４０

７４０

１，８０８

８，７１１

１２／９

１７，６９３

０

１，０２２

１，１１３

１６４

９０

１９８

１５

１，１５１

１４２

３４

３，１０３

８００

２，０３６

７，６６０

１１／９

仕組債等

その他国内証券

円建証券化商品

変動利付国債債券

物価連動国債

外貨建証券化商品

合 計

外貨建債券

円建外債

ヘッジファンド

その他投資信託

Ｊ－ＲＥＩＴ

国内ＥＴＦ

国内株式

利付国債

国内証券

外国証券

（億円）

有価証券有価証券残高の状況残高の状況


